
令 和 ７ 年 度

久米島町一般会計補正予算書

（第６号）

沖縄県島尻郡久米島町



令和７年度久米島町の一般会計補正予算（第６号）は、次の定めるところによる。

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ　９，５４９，３５８千円とする。

「第１表　歳入歳出予算補正」による。

令和７年９月２９日　提出

久　米　島　町　長　　　桃　原　　秀　雄

第２条 　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為」による。

第３条

議案第５７号

令和７年度久米島町一般会計補正予算（第６号）

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ　　　５４，５３７千円を追加し、

 　　２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

（地方債の補正）

　地方債の追加は、「第３表　地方債補正」による。

（債務負担行為の追加）



第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 単位：千円、△は減

款 項 補正前の額 補正額 計

 14. 国庫支出金 1,575,074 39,732 1,614,806

  2. 国庫補助金 1,151,136 39,732 1,190,868

 16. 県支出金 1,311,699 514 1,312,213

  2. 県補助金 1,040,505 514 1,041,019

 19. 繰入金 352,310 △4,731 347,579

  1. 繰入金 352,310 △4,731 347,579

 21. 諸収入 217,703 9,222 226,925

  3. 雑入 217,057 9,222 226,279

 22. 町債 781,400 9,800 791,200

  1. 町債 781,400 9,800 791,200

歳               入               合               計 9,494,821 54,537 9,549,358

－ 1 －



－ 2 －

歳　出 単位：千円、△は減

款 項 補正前の額 補正額 計

  2. 総務費 2,254,287 52,309 2,306,596

  1. 総務管理費 2,064,898 52,309 2,117,207

  3. 民生費 1,711,451 271 1,711,722

  1. 社会福祉費 912,385 271 912,656

  7. 商工費 301,684 240 301,924

  1. 商工費 301,684 240 301,924

  9. 消防費 380,752 515 381,267

  1. 消防費 380,752 515 381,267

 10. 教育費 901,961 1,202 903,163

  1. 教育総務費 272,017 1 272,018

  5. 社会教育費 134,746 671 135,417

  6. 保健体育費 206,106 530 206,636

歳               出               合               計 9,494,821 54,537 9,549,358



総　括

－ 3 －



－ 4 －

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
（歳　入） 単位：千円、△は減

款 補正前の額 補正額 計

 14. 国庫支出金 1,575,074 39,732 1,614,806

 16. 県支出金 1,311,699 514 1,312,213

 19. 繰入金 352,310 △4,731 347,579

 21. 諸収入 217,703 9,222 226,925

 22. 町債 781,400 9,800 791,200

      歳          入          合          計 9,494,821 54,537 9,549,358



（歳　出） 単位：千円、△は減

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  2. 総務費 2,254,287 52,309 2,306,596 39,732 9,800 0 2,777

  3. 民生費 1,711,451 271 1,711,722 0 0 0 271

  7. 商工費 301,684 240 301,924 0 0 200 40

  9. 消防費 380,752 515 381,267 514 0 0 1

 10. 教育費 901,961 1,202 903,163 0 0 0 1,202

 歳     出     合     計 9,494,821 54,537 9,549,358 40,246 9,800 200 4,291

－ 5 －

一 般 財 源



歳入　7ページ

歳出  8ページ～

－ 6 －



２　　歳　入

（款）  14. 国庫支出金  （項）   2. 国庫補助金 単位：千円、△は減

節

区　　分 金　　額

  1. 総務費国庫補助金 283,768 39,732 323,500   9. 沖縄離島活性化推 39,732 沖縄離島活性化推進事業費補助金                    39,732

進事業費補助金

　　 　　計 1,151,136 39,732 1,190,868

（款）  16. 県支出金  （項）   2. 県補助金

  7. 土木費県補助金 214,157 514 214,671   1. 土木費県補助金 514 空港消防管理交付金                                   514

　　 　　計 1,040,505 514 1,041,019

（款）  19. 繰入金  （項）   1. 繰入金

  1. 財政調整基金繰入金 168,325 △4,731 163,594   1. 財政調整基金繰入 △4,731 財政調整基金繰入金                               △4,731

金

　　 　　計 352,310 △4,731 347,579

（款）  21. 諸収入  （項）   3. 雑入

  1. 雑入 162,302 9,222 171,524   3. 民生費雑入 9,022 前年度介護保険広域連合負担金（精算償還金）         9,022

  8. 商工観光費雑入 200 ウミガメ館グッズ売上収入                             200

　　 　　計 217,057 9,222 226,279

（款）  22. 町債  （項）   1. 町債

  1. 総務債 132,100 9,800 141,900   2. 過疎対策事業債 9,800 定住促進住宅整備事業                               9,800

　　 　　計 781,400 9,800 791,200

－ 7 －

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



－ 8 －

３　　歳　出

（款）   2. 総務費  （項）   1. 総務管理費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  3. 財産管理費 36,452 936 37,388 936  10. 需用費 191  2　本庁舎管理事業                           702

 11. 役務費 144 　役務費                                     108

 17. 備品購入費 594 　　手数料                                   108

 26. 公課費 7 　備品購入費                                 594

　　備品購入費                               594

 4　公用車管理事業                           234

　需用費                                     191

　　消耗品費                                 101

　　修繕料                                    90

　役務費                                      36

　　手数料                                     2

　　安全運転管理者関係手数料                  27

　　自動車損害保険料                           7

　公課費                                       7

　　公課費                                     7

 11. 沖縄振興特別 374,656 1,708 376,364 1,708   1. 報酬 1,287 50　特別支援教育支援員配置事業             1,708

推進交付金 　報酬                                     1,287

  3. 職員手当等 171 　　会計年度任用職員報酬                   1,287

  4. 共済費 238 　職員手当等                                 171

  8. 旅費 12 　　会計年度任用職員期末手当                 171

　共済費                                     238

　　社会保険料等                             238

　旅費                                        12

節

一般財源



（款）   2. 総務費  （項）   1. 総務管理費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

　　会計年度任用職員費用弁償                  12

 15. 沖縄離島活性 158,333 49,665 207,998 39,732 9,800 133  12. 委託料 680 91　定住促進住宅整備事業                  49,665

化推進事業 　委託料                                     680

 14. 工事請負費 48,985 　　工事監理業務委託料                       680

　工事請負費                              48,985

　　工事請負費                            48,985

◎　国庫支出金                            39,732

　沖縄離島活性化推進事業費補助金          39,732

◎　町債                                   9,800

　定住促進住宅整備事業                     9,800

　　計 2,064,898 52,309 2,117,207 39,732 9,800 2,777

－ 9 －

節

一般財源



－ 10 －

（款）   3. 民生費  （項）   1. 社会福祉費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  4. 老人福祉費 358,321 271 358,592 271  18. 負担金、補助 271  2　介護保険事業                             271

及び交付金 　負担金、補助及び交付金                     271

　　（負担金）沖縄県介護保険広域連合         271

　　計 912,385 271 912,656 271

節

一般財源



（款）   7. 商工費  （項）   1. 商工費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  3. 観光費 61,074 0 61,074  10. 需用費 0  6　観光振興事業                                

　　消耗品費                                 150

　　燃料費                                 △150

  4. ウミガメ館管 25,233 200 25,433 200  10. 需用費 200  2　ウミガメ館管理運営事業                   200

理費 　需用費                                     200

　　消耗品費（商品仕入）                     200

◎　諸収入                                   200

　ウミガメ館グッズ売上収入                   200

  5. 路線バス運営 53,185 0 53,185  10. 需用費 0  2　路線バス運営事業                            

費 　　電気使用料                               270

　　修繕料                                 △270

 11. 観光施設管理 1,817 40 1,857 40  11. 役務費 10  8　公園施設管理事業                          40

費 　役務費                                      10

 12. 委託料 30 　　手数料                                    10

　委託料                                      30

　　公園遊具定期点検委託                      30

　　計 301,684 240 301,924 200 40

－ 11 －

節

一般財源



－ 12 －

（款）   9. 消防費  （項）   1. 消防費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  5. 空港消防費 51,447 515 51,962 514 1  10. 需用費 515  3　空港消防管理事業                         515

　需用費                                     515

　　修繕料                                   515

◎　県支出金                                 514

　空港消防管理交付金                         514

　　計 380,752 515 381,267 514 1

節

一般財源



（款）  10. 教育費  （項）   1. 教育総務費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  2. 事務局費 268,890 1 268,891 1  11. 役務費 △1,047 36　学校関連情報機器管理事業                   1

 12. 委託料 1,048 　役務費                                 △1,047

　　手数料                               △1,047

　委託料                                   1,048

　　校務支援システム更改築委託料           1,048

　　計 272,017 1 272,018 1

－ 13 －

節

一般財源



－ 14 －

（款）  10. 教育費  （項）   5. 社会教育費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  2. 文化財保護費 22,511 671 23,182 671  12. 委託料 671  1　文化財管理事業                           671

　委託料                                     671

　　保護管理委託料                           671

　　計 134,746 671 135,417 671

節

一般財源



（款）  10. 教育費  （項）   6. 保健体育費 単位：千円、△は減

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額 　◎は歳入

  1. 保健体育総務 3,092 0 3,092  11. 役務費 8  1　保健体育運営事業                            

費 　役務費                                       8

 13. 使用料及び賃 △8 　　手数料                                     8

借料 　使用料及び賃借料                           △8

　　使用料                                   △8

  3. 保健体育施設 72,290 530 72,820 530   7. 報償費 △500  2　Ｂ＆Ｇ海洋センター運営事業             △229

費 　報償費                                   △500

  8. 旅費 7 　　報償金                                 △500

 10. 需用費 959 　旅費                                         7

 17. 備品購入費 64 　　会計年度任用職員費用弁償                   7

　需用費                                     200

　　消耗品費                                 200

　備品購入費                                  64

　　備品購入費                                64

 4　運動公園管理運営事業                     759

　需用費                                     759

　　修繕料                                   759

　　計 206,106 530 206,636 530

－ 15 －

節

一般財源



- 16 -

（追加） （単位：千円）

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

定 住 促 進 住 宅 整 備 事 業 令和８年度 163,350

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為  



（単位：千円）　　

補正後の限度額 起　債　の　方　法

過 疎 対 策 事 業 債 528,900 538,700

辺 地 対 策 事 業 債 32,100 32,100

災 害 復 旧 事 業 債 36,500 36,500

緊急自然災害防止対策事業債 129,500 129,500

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 54,400 54,400

781,400 791,200計

第　３　表　　　地　方　債　補　正

起　債　の　目　的 限　度　額 利　　率 償　還　の　方　法

（　借　入　方　法　）
　証書借入又は証券発行に
よる。
　発行価格が額面金額を下
回るときは、発行差額をう
めるため必要な金額をこれ
に加算した金額とすること
ができる。

（　借　入　時　期　）
　令和７年度。ただし、事
業その他都合により、その
一部又は全部を翌年度に繰
り延べて起債することがで
きる。

 １０％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後においては
当該見直し後
の利率）

　償還期間は措置期間を含め、３０
年以内とする。
　償還方法は元利均等、元金均等等
による。
　ただし、財政の都合により措置期
間中であっても繰上償還し、償還期
限を変更し、又は借り換えることが
できる。

- 17 -


